
1 

京都市告示第   号 

 平成２０年６月２６日京都市告示第１７４号（電子情報処理組織を使用して行うことが 

できる申請等の種類）の一部を次のように改めます。 

  平成３１年４月１日 

京都市長 門川 大作   

第１条 別表第１項中「事業所税の更正の請求をする場合の」の右に「同条第３項に規

定する」を加え，第２項中「地方税法第３１７条の２第７項」を「地方税法第３１７条の 

２第８項」に改め,第７項中「第４項，第５項及び第２４項から第２８項の規定」を「第

４項及び第１９項から第２３項の規定」に改め，第１７項中「京都市市税条例施行細則第

４条の８」を「京都市市税条例施行細則第４条の９」に改め，別表を別表第１とし，同表

の次に次の１表を加える。 

別表第２（第３条関係） 

番号 申請等 

１ 
地方税法第２０条の９の３第１項又は第２項の規定により宿泊税の更正

の請求をする場合の同条第３項に規定する更正請求書の提出 

２ 京都市宿泊税条例第９条の規定による同条の申告書の提出 

３ 京都市宿泊税条例第１２条第１項の規定による同項の納入申告書の提出 

４ 
京都市宿泊税条例施行規則第５条第３項の規定による同項の申請書の提

出 

 

第２条 別表第１第２項中「地方税法第３１７条の２第８項」を「地方税法第３１７条 

の２第９項」に改める。 

 

   附 則 

 この改正は，平成３１年４月１日から実施する。ただし，第２条の改正規定は平成３２ 

年１月１日から実施する。 

（行財政局税務部税制課） 

 

４


